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１ 計画策定の経過等 

（１）検討経過 

「川崎市子ども・若者の未来応援プラン」の策定にあたっては、庁内における検討体制とあわせ

て、川崎市子ども・子育て会議において検討を行いました。 

＜川崎市子ども・子育て会議＞ 

開催日等 計画策定に関連する主な内容 

令和３年４月２８日 

第１回子ども・子育て会議 

 ・「第２期川崎市子ども・若者の未来応援プラン」策定に向けた基本方針

について 

 

第１回子ども・子育て会議計画推進部会 

・川崎市子ども・若者調査の実施結果について 

 

第１回子ども・子育て会議子ども・子育て支援推進部会 

・川崎市ひとり親家庭に関するアンケート調査の実施について 

令和３年７月２８日 

第 2 回子ども・子育て会議計画推進部会 

 ・川崎市子ども・若者調査の報告について 

 ・就学前児童数の将来人口推計の見直しについて 

 ・川崎市社会的養育推進計画令和２年度点検・評価について 

 ・川崎市子ども・若者の未来応援プラン令和２年度点検・評価について 

令和３年８月３０日 
第 3 回子ども・子育て会議計画推進部会 

・川崎市子ども・若者調査について 

令和３年９月１７日 
第２回子ども・子育て会議子ども・子育て支援推進部会 

・川崎市ひとり親家庭に関するアンケート調査結果（概要）及び次期自立

促進計画策定における取組の方向性について 

令和３年１０月１日 
第４回子ども・子育て会議計画推進部会 

・「第２期川崎市子ども・若者の未来応援プラン（素案）」の策定について 

令和３年１０月１８日 
第５回子ども・子育て会議計画推進部会 

・「第２期川崎市子ども・若者の未来応援プラン（素案）」の策定について 

令和３年１２月７日 
第２回子ども・子育て会議 

・川崎市社会的養育に関するアンケート調査結果について 

・「第２期川崎市子ども・若者の未来応援プラン（素案）」の策定について 

令和４年１月１７日 
第６回子ども・子育て会議計画推進部会 

・「第２期川崎市子ども・若者の未来応援プラン（案）」の策定について 

令和４年３月１６日 
第３回子ども・子育て会議 

・「第２期川崎市子ども・若者の未来応援プラン」の策定について 
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＜川崎市こども施策庁内推進本部会議＞ 

開催日等 計画策定に関連する主な内容 

令和３年７月１４日 

第１回こども施策庁内推進本部会議検討部会合同部会 

・「川崎市子ども・若者の未来応援プラン」、「川崎市社会的養育推進計

画」の年度評価について 

 ・就学前児童数の将来人口推計の見直しについて 

 ・川崎市子ども・若者調査の結果について 

令和３年７月２０日 
第 3 回こども施策庁内推進本部会議 

・川崎市子ども・若者調査の結果について 

令和 3年 8月 1９日 
第３回川崎市こども施策庁内推進本部会議こども安全推進部会 

・「川崎市子どもを虐待から守る条例」第 21 条に基づく年次報告書につ

い て 

令和３年８月２４日 

第２回こども施策庁内推進本部会議 

・「川崎市子ども・若者の未来応援プラン」、「川崎市社会的養育推進計

画」の年度評価について 

・「川崎市子どもを虐待から守る条例」第 21 条に基づく年次報告書につ

い て 

令和３年１０月８日 
第２回こども施策庁内推進本部会議検討部会合同部会 

・「第２期川崎市子ども・若者の未来応援プラン（素案）」の策定について 

令和３年１０月２２日 
第３回こども施策庁内推進本部会議検討部会合同部会 

・「第２期川崎市子ども・若者の未来応援プラン（素案）」の策定について 

令和３年１１月１６日 
第 3 回こども施策庁内推進本部会議 

・「第２期川崎市子ども・若者の未来応援プラン（素案）」の策定について 

令和４年１月１９日 
第４回こども施策庁内推進本部会議検討部会合同部会 

・「第２期川崎市子ども・若者の未来応援プラン（案）」の策定について 

令和４年２月１日 
第４回こども施策庁内推進本部会議 

・「第２期川崎市子ども・若者の未来応援プラン（案）」の策定について 
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（２）川崎市子ども・子育て会議委員名簿 

 
役職 部会 氏名 選出区分 所属等 

 ◆ 青木 千恵 市民委員 公募委員 

 ■ 一瀬 早百合 有識者 和光大学 副学長／現代人間学部  教授 

 ■ 稲富 正行 労働団体 
川崎地域連合 副議長／富士通労働組合プロダクトグルー

プ サブグループ長 

 ★ 岩堀 誠 市民委員 公募委員 

 ◆ 大野 伸之 
子育て支援 

従事者 
川崎西部地域療育センター 地域支援課長 

 ◆ 奥村 尚三 保育 
社会福祉法人川崎市社会福祉協議会 施設部会保育協議会 

会長 

 ★ 河村 麻莉子 
子育て支援 

従事者 
NPO 法人子育て支えあいネットワーク満 理事 

〇 
■
◆ 

佐藤 康富 有識者 
東京家政大学家政学部児童学科／東京家政大学短期大学部

保育課 教授    

 ■ 柴田 頼子 有識者 学校法人鷗友学園 特別顧問 

 ◆ 鈴木 伸司 教育 公益社団法人 川崎市幼稚園協会 会長 

 ◆ 関 和子 有識者 ＮＰＯ法人 グローイン・グランマ 代表 

 ◆ 関口 博仁 医療 公益社団法人川崎市医師会 副会長 

 ■ 丹野 清人 有識者 東京都立大学人文科学研究科 教授 

 ◆ 長南 康子 認定こども園 田園調布学園大学みらいこども園 顧問 

 
■

◆ 
坪井 葉子 有識者 洗足こども短期大学 幼児教育保育課 教授 

 ★ 豊島 このみ 
子育て支援 
従事者 

川崎市青少年指導員連絡協議会 理事 

 ★ 中山 伸一 事業主代表 川崎商工会議所 顧問 

◎ ■ 村井 祐一 有識者 
田園調布学園大学 学部長／人間福祉学部 社会福祉学科 

教授               

 ★ 森 昭司 
子育て支援 

従事者 
川崎市民生委員児童委員協議会 会長 

 ◆ 森田 博史 
子育て支援 
従事者 

川崎認定保育園協議会 副会長 

 ■ 芳川 玲子 有識者 東海大学 文化社会学部 心理・社会学科 専任教授 

 
■ 

★ 
吉田 弘道 有識者 専修大学 人間科学部 教授 

 ★ 渡邊 直美 
子育て支援 

従事者 
公益財団法人川崎市生涯学習財団 理事長 

※１ 役職 ◎：会長 〇：副会長 
※２ 部会 ■：計画推進部会 ◆教育・保育推進部会 ★子ども・子育て支援推進部会 

（五十音順・敬称略） 
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■川崎市子ども・子育て会議条例 

（趣旨） 

第１条 この条例は、子ども・子育て支援法（平成 24 年法律第 65 号。以下「法」という。）第 77 条第３

項及び就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律（平成 18 年法律第 77 号。

以下「認定こども園法」という。）第 25 条の規定に基づき、川崎市子ども・子育て会議（以下「子ども・子

育て会議」という。）の組織及び運営に関し必要な事項を定めるものとする。 

（所掌事務） 

第２条 子ども・子育て会議の所掌事務は、次のとおりとする。 

(１) 法第 77 条第１項各号に掲げる事務を処理すること。 

(２) 認定こども園法第 17 条第３項、第 21 条第２項及び第 22 条第２項の規定に基づき意見を述べるこ

と。 

（組織） 

第３条 子ども・子育て会議は、委員 25 人以内をもって組織する。 

２ 委員は、次に掲げる者のうちから市長が委嘱する。 

(１) 学識経験者 

(２) 法第６条第２項に規定する保護者 

(３) 法第７条第１項に規定する子ども・子育て支援に関する事業に従事する者 

(４) 事業主を代表する者 

(５) 労働者を代表する者 

(６) その他市長が必要と認める者 

３ 市長は、子ども・子育て会議に特別の事項を調査審議させるため必要があると認めるときは、臨時委員を

置くことができる。 

（委員の任期） 

第４条 委員の任期は、２年とする。ただし、補欠の委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

２ 委員は、再任されることができる。 

３ 臨時委員は、特別の事項に関する調査審議が終了したときは、解嘱されるものとする。 

（会長及び副会長） 

第５条 子ども・子育て会議に会長及び副会長各１人を置き、委員の互選により定める。 

２ 会長は、子ども・子育て会議を代表し、会務を総理する。 

３ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるとき、又は会長が欠けたときは、その職務を代理する。 

（会議） 

第６条 子ども・子育て会議は、会長が招集し、会長がその会議の議長となる。 

２ 子ども・子育て会議は、委員及び議事に関係のある臨時委員の半数以上が出席しなければ、会議を開くこ

とができない。 

３ 子ども・子育て会議の議事は、出席した委員及び議事に関係のある臨時委員の過半数をもって決し、可否

同数のときは、議長の決するところによる。 

（部会） 

第７条 子ども・子育て会議は、必要に応じ部会を置くことができる。 

２ 部会に属すべき委員及び臨時委員は、会長が子ども・子育て会議に諮って指名する。 

３ 部会に部会長を置き、当該部会に属する委員の互選により定める。 

４ 部会長は、部会の事務を掌理する。 

５ 部会長に事故があるときは、部会に属する委員のうちから部会長があらかじめ指名する者がその職務を代

理する。 

６ 部会の会議については、前条の規定を準用する。 

（庶務） 

第８条 子ども・子育て会議の庶務は、こども未来局において処理する。 

（委任） 

第９条 この条例に定めるもののほか、子ども・子育て会議の運営に関し必要な事項は、会長が子ども・子育

て会議に諮って定める。 

附 則 

この条例は、平成 25 年７月１日から施行する。 

（３） 会議条例・要綱 
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附 則（平成 26 年 12 月 18 日条例第 56 号） 

（施行期日） 

１ この条例は、就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律の一部を改正する

法律（平成 24 年法律第 66 号）の施行の日から施行する。ただし、次項の規定は、公布の日から施行する。 

（準備行為） 

２ 川崎市子ども・子育て会議は、この条例の施行の日前においても、この条例による改正後の条例の規定の

例により、就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律（平成 18 年法律第 77

号）第 17 条第３項に規定する意見を述べることができる。 

附 則（平成 27 年 12 月 17 日条例第 74 号抄） 

（施行期日） 

１ この条例は、平成 28 年４月１日から施行する。 

■川崎市こども施策庁内推進本部会議設置要綱 

（設置の目的） 

第１条 子どもは社会の希望、未来をつくる力であり、安心して子どもを産み、育てることのできる社会の実

現と「子どもたちの笑顔があふれるまち・かわさき」目指し、本市における子ども・子育て施策について、庁

内で相互に連携して総合的に推進するため、川崎市こども施策庁内推進本部会議（以下「推進本部会議」とい

う。）を設置する。 

（所掌事務） 

第２条 推進本部会議の所掌事務は、次のとおりとする。 

（１）川崎市子ども・子育て支援事業計画等の行政計画に基づく施策の推進に関すること。 

（２）青少年施策及び子どもの権利施策並びに子ども・子育て支援等に係る施策のための協議及び調整に関す

ること。 

（３）その他子ども・子育て施策推進に必要な事項に関すること。 

（構成） 

第３条 推進本部会議は、別表第１に掲げる者をもって構成する。 

２ 議長は、担当副市長をもって充てる。 

３ 副議長は、こども未来局長をもって充てる。 

４ 議長は、会務を総理する。 

５ 副議長は、議長を補佐し、議長に事故があるときは、その職務を代理する。 

６ 第１項に掲げる者のほか、議長が必要と認める場合は、関係者の出席を求め、意見を聴くことができる。 

（会議） 

第４条 推進本部会議は、議長が招集する。 

２ 委員は、会議に出席できないときは、その指名する者を代理で会議に出席させることができる。 

（検討部会） 

第５条 推進本部会議に付議する事項について、調査及び検討、意見調整をするため、別表第２に掲げる検討

部会を置く。 

２ 各検討部会は、別表第２に掲げる検討項目の内容に応じて、関係部署の課長級の職員で構成する。 

３ 各検討部会の部会長は、こども未来局総務部長をもって充てる。 

４ 各検討部会の副部会長は、部会長が指名する。 

５ 第２項に掲げる者のほか、部会長が必要と認める場合は、関係者の出席を求め、意見を聴くことができ

る。 

６ 各検討部会は、部会長が招集する。 

（事務局） 

第６条 推進本部会議及び検討部会の事務を処理するため、事務局をこども未来局総務部企画課に置く。 

（委任） 

第７条 この要綱に定めるもののほか、推進本部会議の運営について必要な事項は、議長が定める。 

附 則 

この要綱は、平成２７年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成２７年９月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成２８年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成３１年４月１日から施行する。 
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附 則 

この要綱は、令和２年４月１日から施行する。 

別表第１（第３条関係） 

川崎市こども施策庁内推進本部会議 

◎ 担当副市長 

 総務企画局長 

 財政局長 

 市民文化局長 

 健康福祉局長 

○ こども未来局長 

 川崎区長 

 幸区長 

 中原区長 

 高津区長 

 宮前区長 

 多摩区長 

 麻生区長 

 教育次長 

◎議長、○副議長 事務局：企画課 

別表第２（第５条関係） 

川崎市こども施策庁内推進本部会議検討部会 

部会名 検討項目 

子育て推進部会 

地域子育て支援施策に関すること 

保育施策に関すること 

幼児教育施策に関すること 

こども支援部会 

児童養護施策に関すること 

母子保健施策に関すること 

母子父子寡婦福祉施策に関すること 

こども安全推進部会 

青少年施策に関すること 

子どもの権利施策に関すること 

こどもの安全に関する総合的施策に関すること 

 事務局：企画課 
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（４） パブリックコメント手続実施結果（概要） 

ア 概要 

     川崎市では、子ども・若者への支援や子育て支援を総合的に推進していくため、令和４（2022）

年度から４年間を計画期間とする「第 2 期川崎市子ども・若者の未来応援プラン」（素案）をとり

まとめ、広く市民の皆様の御意見を募集しました。その結果、２５通（意見総数９１件）の御意見

をいただきましたので、御意見の内容とそれに対する本市の考え方、及び御意見を踏まえて作成

した「第 2 期川崎市子ども・若者の未来応援プラン」を合わせて公表します。 

 
イ 意見募集の概要 

題名 「第２期川崎市子ども・若者の未来応援プラン」（素案） 

意見の募集期間 令和３(2021)年１１月２６日（金）～１２月２７日（月）（3２日間） 

意見の提出方法 インターネット（フォームメール）、電子メール、ＦＡＸ、郵送、持参 

募集の周知方法  

 

◇市ホームページ 

◇市政だより（令和３（2021）年１２月号） 

◇かわさき情報プラザ、各区役所・支所及び出張所の閲覧コーナー、各市民館、

各図書館 

◇関係施設（地域子育て支援センター、保育所、幼稚園、こども文化センター、

児童養護施設、地域療育センター）において案内を掲出 

◇各附属機関等での説明 等 

 
ウ 結果の概要 

    ◇意見提出数 ２５通（電子メール２２通、ファックス３通） 

    ◇意見件数  ９１件（電子メール８７件、ファックス４件） 

項   目 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ 件数 

(1)理念・基本的な視点等に関すること １ １ ０ ２ ０ ４ 

(2)施策の方向性Ⅰに関すること ０ １ ３ ２４ ０ ２８ 

(3)施策の方向性Ⅱに関すること ０ ２ ０ １５ ０ １７ 

(4)施策の方向性Ⅲに関すること ４ １ ４ ６ ０ １５ 

(5)子ども・若者を取り巻く個別課題に関するこ

と 

０ １ ３ １３ ０ １７ 

(6)教育・保育及び地域子ども・子育て支援事業の

量の見込みに関すること 
１ ０ ０ １ ０ ２ 

(7)計画（素案）全般に関すること、その他 ０ ０ ０ ０ ８ ８ 

合   計 ６ ６ １０ ６１ ８ ９１ 

【御意見に対する対応区分】 
 Ａ：御意見を踏まえ、当初案に反映したもの 
Ｂ：御意見の趣旨が案に沿ったものであり、御意見の趣旨を踏まえ、取組を推進するもの 

    Ｃ：今後の取組を進めていく上で参考とするもの 
 Ｄ：案に対する質問・要望の御意見であり、案の内容を説明・確認するもの 
 Ｅ：その他 

 

エ 意見の内容と対応 

「第 2 期川崎市子ども・若者の未来応援プラン」（素案）の内容に対する意見として、趣旨が案

に沿ったもののほか、乳幼児健康診査や保育・子育て総合支援センター、児童相談所、児童養護施

設の運営における取組の充実を求める御意見等がありましたことから、御意見を踏まえ一部意見

を反映し、「第２期川崎市子ども・若者の未来応援プラン」（案）を策定しました。 
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２ 関係法令等 

（１）計画の統合経過 

 

  

～平成

20年度

平成

21年度

平成

22年度

平成

23年度

平成

24年度

平成

25年度

平成

26年度

平成

27年度

平成

28年度

平成

29年度

平成

30年度

令和

元年度

令和

２年度

令和

３年度

令和

4年度～

子ども・子育て支援

事業計画

／保育基本計画

次世代育成

支援対策行動計画

ひとり親家庭等

自立促進計画

母子保健計画

保育所等

整備計画

児童家庭支援・

児童虐待対策

事業推進計画

子ども・若者計画

子どもの貧困対策

推進計画

社会的養育

推進計画

新・放課後子ども

総合プラン

市町村行動計画

次世代育成支援対策

推進法の時限延長

母子保健計画策定指針

子どもの貧困対策の

推進に関する法律の改正

母子及び父子

並びに寡婦福祉法

川崎市子どもを虐待から守る条例

Ｈ１５～次世代育成支援対策推進法

子ども・子育て支援法

子ども・若者育成支援推進法

川崎市子ども・若者の

未来応援プラン

都道府県

社会的養育

推進計画の

策定要領

かわさき子ども「夢と未来」プラン

H17～前期計画 後期計画

川崎市子ども・

若者ビジョン

第２期第１期

川崎市児童家庭支援・

児童虐待対策事業推進計画

新・放課後子ども総合プラン

子どもの未来

応援プラン

川崎市青少年プラン

子どもの貧困対策の推進に関する法律

Ｈ１４～母子及び寡婦福祉法

児童福祉法改正

Ｈ８～市町村における母子保健計画策定指針

かわさき保育プラン

第２期
Ｈ１９～

第１期（改訂版）

川崎市母子家庭等自立促進計画

H１７～

第１期

かわさき健やか親子２１

第３期第２期

川崎市

社会的養育

推進計画

第２期

第１期
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■子ども・若者育成支援推進法（抜粋） 

第２条（基本理念） 

子ども・若者育成支援は、次に掲げる事項を基本理念として行われなければならない。 

一 一人一人の子ども・若者が、健やかに成長し、社会とのかかわりを自覚しつつ、自立した個人としての自

己を確立し、他者とともに次代の社会を担うことができるようになることを目指すこと。 

二 子ども・若者について、個人としての尊厳が重んぜられ、不当な差別的取扱いを受けることがないように

するとともに、その意見を十分に尊重しつつ、その最善の利益を考慮すること。 

三 子ども・若者が成長する過程においては、様々な社会的要因が影響を及ぼすものであるとともに、とりわ

け良好な家庭的環境で生活することが重要であることを旨とすること。 

四 子ども・若者育成支援において、家庭、学校、職域、地域その他の社会のあらゆる分野におけるすべての

構成員が、各々の役割を果たすとともに、相互に協力しながら一体的に取り組むこと。 

五 子ども・若者の発達段階、生活環境、特性その他の状況に応じてその健やかな成長が図られるよう、良好

な社会環境（教育、医療及び雇用に係る環境を含む。以下同じ。）の整備その他必要な配慮を行うこと。 

六 教育、福祉、保健、医療、矯正、更生保護、雇用その他の各関連分野における知見を総合して行うこと。 

七 修学及び就業のいずれもしていない子ども・若者その他の子ども・若者であって、社会生活を円滑に営む

上での困難を有するものに対しては、その困難の内容及び程度に応じ、当該子ども・若者の意思を十分に尊

重しつつ、必要な支援を行うこと。 

第９条（都道府県子ども・若者計画等） 

都道府県は、子ども・若者育成支援推進大綱を勘案して、当該都道府県の区域内における子ども・若者育成

支援についての計画（以下この条において「都道府県子ども・若者計画」という。）を作成するよう努めるも

のとする。 

２ 市町村は、子ども・若者育成支援推進大綱（都道府県子ども・若者計画が作成されているときは、子ど

も・若者育成支援推進大綱及び都道府県子ども・若者計画）を勘案して、当該市町村の区域内における子ど

も・若者育成支援についての計画（次項において「市町村子ども・若者計画」という。）を作成するよう努

めるものとする。 

■次世代育成支援対策推進法（抜粋） 

第３条（基本理念） 

次世代育成支援対策は、父母その他の保護者が子育てについての第一義的責任を有するという基本的認識の

下に、家庭その他の場において、子育ての意義についての理解が深められ、かつ、子育てに伴う喜びが実感さ

れるように配慮して行われなければならない。 

第８条（市町村行動計画） 

市町村は、行動計画策定指針に即して、五年ごとに、当該市町村の事務及び事業に関し、五年を一期とし

て、地域における子育ての支援、母性並びに乳児及び幼児の健康の確保及び増進、子どもの心身の健やかな成

長に資する教育環境の整備、子どもを育成する家庭に適した良質な住宅及び良好な居住環境の確保、職業生活

と家庭生活との両立の推進その他の次世代育成支援対策の実施に関する計画（以下「市町村行動計画」とい

う。）を策定することができる。 

■子どもの貧困対策の推進に関する法律（抜粋） 

第２条（基本理念） 

子どもの貧困対策は、社会のあらゆる分野において、子どもの年齢及び発達の程度に応じて、その意見が尊

重され、その最善の利益が優先して考慮され、子どもが心身ともに健やかに育成されることを旨として、推進

されなければならない。 

２ 子どもの貧困対策は、子ども等に対する教育の支援、生活の安定に資するための支援、職業生活の安定と

向上に資するための就労の支援、経済的支援等の施策を、子どもの現在及び将来がその生まれ育った環境に

よって左右されることのない社会を実現することを旨として、子ども等の生活及び取り巻く環境の状況に応

じて包括的かつ早期に講ずることにより、推進されなければならない。 

３ 子どもの貧困対策は、子どもの貧困の背景に様々な社会的な要因があることを踏まえ、推進されなければ

ならない。 

４ 子どもの貧困対策は、国及び地方公共団体の関係機関相互の密接な連携の下に、関連分野における総合的

な取組として行われなければならない。 

 

（２）関係法令等の基本理念と計画に関する条文 
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第９条（都道府県計画等） 

都道府県は、大綱を勘案して、当該都道府県における子どもの貧困対策についての計画（次項及び第三項

において「都道府県計画」という。）を定めるよう努めるものとする。 

２ 市町村は、大綱（都道府県計画が定められているときは、大綱及び都道府県計画）を勘案して、当該市

町村における子どもの貧困対策についての計画（次項において「市町村計画」という。）を定めるよう努

めるものとする。 

■子ども・子育て支援法（抜粋） 

第２条（基本理念） 

子ども・子育て支援は、父母その他の保護者が子育てについての第一義的責任を有するという基本的認識

の下に、家庭、学校、地域、職域その他の社会のあらゆる分野における全ての構成員が、各々の役割を果た

すとともに、相互に協力して行われなければならない。 

２ 子ども・子育て支援給付その他の子ども・子育て支援の内容及び水準は、全ての子どもが健やかに成長

するように支援するものであって、良質かつ適切なものでなければならない。 

３ 子ども・子育て支援給付その他の子ども・子育て支援は、地域の実情に応じて、総合的かつ効率的に提

供されるよう配慮して行われなければならない。 

第６１条（市町村子ども・子育て支援事業計画） 

市町村は、基本指針に即して、五年を一期とする教育・保育及び地域子ども・子育て支援事業の提供体制

の確保その他この法律に基づく業務の円滑な実施に関する計画（以下「市町村子ども・子育て支援事業計

画」という。）を定めるものとする。 

■母子及び父子並びに寡婦福祉法（抜粋） 

第２条（基本理念） 

全て母子家庭等には、児童が、その置かれている環境にかかわらず、心身ともに健やかに育成されるため

に必要な諸条件と、その母子家庭の母及び父子家庭の父の健康で文化的な生活とが保障されるものとする。 

２ 寡婦には、母子家庭の母及び父子家庭の父に準じて健康で文化的な生活が保障されるものとする。 

第１０条の２（母子家庭等及び寡婦の生活の安定と向上のための措置の積極的かつ計画的な実施等） 

 都道府県等は、母子家庭等及び寡婦が母子家庭等及び寡婦の生活の安定と向上のために最も適切な支援を

総合的に受けられるようにするため、地域の実情に応じた母子家庭等及び寡婦の生活の安定と向上のための

措置の積極的かつ計画的な実施及び周知並びに母子家庭等及び寡婦の生活の安定と向上のための支援を行う

者の活動の連携及び調整を図るよう努めなければならない。 

第１１条（基本方針） 

 厚生労働大臣は、母子家庭等及び寡婦の生活の安定と向上のための措置に関する基本的な方針（以下「基

本方針」という。）を定めるものとする。 

２ 基本方針に定める事項は、次のとおりとする。 

一 母子家庭等及び寡婦の家庭生活及び職業生活の動向に関する事項 

二 母子家庭等及び寡婦の生活の安定と向上のため講じようとする施策の基本となるべき事項 

三 都道府県等が、次条の規定に基づき策定する母子家庭等及び寡婦の生活の安定と向上のための措置に関

する計画（以下「自立促進計画」という。）の指針となるべき基本的な事項 

四 前三号に掲げるもののほか、母子家庭等及び寡婦の生活の安定と向上のための措置に関する重要事項 

第１２条（自立促進計画） 

都道府県等は、基本方針に即し、次に掲げる事項を定める自立促進計画を策定し、又は変更しようとする

ときは、法律の規定による計画であつて母子家庭等及び寡婦の福祉に関する事項を定めるものとの調和を保

つよう努めなければならない。 

一 当該都道府県等の区域における母子家庭等及び寡婦の家庭生活及び職業生活の動向に関する事項 

二 当該都道府県等の区域において母子家庭等及び寡婦の生活の安定と向上のため講じようとする施策の基

本となるべき事項 

三 福祉サービスの提供、職業能力の向上の支援その他母子家庭等及び寡婦の生活の安定と向上のために講

ずべき具体的な措置に関する事項 

四 前三号に掲げるもののほか、母子家庭等及び寡婦の生活の安定と向上のための措置に関する重要事項 
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■児童福祉法（抜粋） 

第１条（児童の権利） 

全て児童は、児童の権利に関する条約の精神にのつとり、適切に養育されること、その生活を保障される

こと、愛され、保護されること、その心身の健やかな成長及び発達並びにその自立が図られることその他の

福祉を等しく保障される権利を有する。 

第５６条の４の２（市町村整備計画の作成） 

市町村は、保育を必要とする乳児・幼児に対し、必要な保育を確保するために必要があると認めるとき

は、当該市町村における保育所及び幼保連携型認定こども園（次項第一号及び第二号並びに次条第二項にお

いて「保育所等」という。）の整備に関する計画（以下「市町村整備計画」という。）を作成することがで

きる。 

■川崎市子どもを虐待から守る条例（抜粋） 

（基本理念） 

第３条 虐待は、子どもの心身の成長及び人格の形成に重大な影響を与えるとともに、将来にわたって子ど

もを苦しめる重大な人権侵害であり、ひいては子どもを死に至らしめる危険をはらんでおり、これを決して

行ってはならない。 

２ 子どもを虐待から守る施策は、子どもの最善の利益に配慮するとともに、子どもの安全を最優先に考え

たものでなければならない。 

３ 何人も、虐待を見逃さないよう努めるとともに、虐待のないまちづくりを推進し、子どもの安全と健や

かな成長が守られる社会の形成に努めなければならない。 

（市の責務） 

第４条 市は、虐待の対応に当たっては、虐待を受けた子どもの安全を確保し、生命を守ることを最も優先

しなければならない。 

２ 市は、子どもを虐待から守り、虐待のないまちづくりを推進するため、子育て家庭が孤立することのな

い地域社会の形成に向けた活動に対し必要な支援を行うものとする。 

３ 市は、虐待の未然防止及び早期発見に向け、関係機関等の人材の育成を図るため、専門的な知識及び技

術の修得に関する研修を行うものとする。 

４ 市は、虐待を受けた子どもの保護及び自立の支援の職務に携わる者の人材の確保及び拡充に努めるとと

もに、資質の向上を図るための研修等を行うことにより人材の育成に努めなければならない。 

５ 市は、虐待を受けた子どもがその心身に著しく重大な被害を受けた事例の分析及び検証を行うととも

に、虐待の未然防止及び早期発見のための方策、虐待を受けた子どものケア並びに虐待を行った保護者の

指導及び支援の在り方、学校の教職員及び児童福祉施設の職員が虐待の防止に果たすべき役割その他虐待

の防止等のために必要な事項についての調査研究を行うものとする。 
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（３）包含する計画と事務事業 
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Ⅰ
 

子
ど
も
が
地
域
で
す
こ
や
か
に
育
つ
こ
と
の
で
き
る
環
境
の
充
実 

１ 

子
育
て
を
社
会
全
体
で
支

え
る
取
組
の
推
進 

(1)子どもの権利施策推進事業  〇         

(2)人権オンブズパーソン運営事業  〇         

(3)男女共同参画事業  〇         

(4)地域子育て支援事業 〇 〇 〇 〇 〇   〇   

(5)小児医療費助成事業 〇 〇         

(6)児童手当支給事業  〇         

(7)児童福祉施設等の指導・監査    〇       

(8)子ども・若者未来応援事業 〇          

２ 

子
ど
も
の
す
こ
や
か
な
成
長
の

促
進 

(1)妊婦・乳幼児健康診査事業 〇 〇 〇 〇   〇 〇   

(2)母子保健指導・相談事業 〇 〇 〇 〇   〇 〇   

(3)救急医療体制確保対策事業  〇     〇    

(4)青少年活動推進事業 〇 〇 〇        

(5)こども文化センター運営事業 〇 〇 〇  〇      

(6)わくわくプラザ事業 〇 〇 〇 〇 〇     〇 

(7)青少年教育施設の管理運営事業 〇 〇         

(8)いこいの家・いきいきセンターの運営 〇          

(9)自治推進事業 〇          

３ 

学
校
・
家
庭 

・
地
域
に
お
け
る 

教
育
力
の
向
上 

(1)地域等による学校運営への参加促進事業 〇 〇 〇        

(2)地域に開かれた特色ある学校づくり推進事業 〇 〇 〇        

(3)教職員研修事業   〇        

(4)家庭教育支援事業 〇 〇     〇    

(5)地域における教育活動の推進事業 〇 〇 〇        

(6)地域の寺子屋事業 〇  〇       〇 

４ 

子
育
て
し
や
す
い
居

住
環
境
づ
く
り 

(1)住宅政策推進事業  〇         

(2)民間賃貸住宅等居住支援推進事業  〇 〇  〇      

(3)市営住宅等管理事業  〇 〇  〇      

(4)魅力的な公園整備事業 〇 〇         

(5)公園施設長寿命化事業           

(6)防犯対策事業 〇 〇         

(7)商店街活性化・まちづくり連動事業 〇          



資料編 

２９４ 

 

施
策
の
方
向
性 

施
策 

事
務
事
業
名 

子
ど
も
・
若
者
計
画 

次
世
代
育
成
支
援
対
策
行
動
計
画 

子
ど
も
の
貧
困
対
策
推
進
計
画 

子
ど
も
・
子
育
て
支
援
事
業
計
画 

ひ
と
り
親
家
庭
等
自
立
促
進
計
画 

保
育
所
等
整
備
計
画 

母
子
保
健
計
画 

児
童
家
庭
支
援
・
児
童
虐
待
対
策
事
業
推
進
計
画 

社
会
的
養
育
推
進
計
画 

新
・
放
課
後
子
ど
も
総
合
プ
ラ
ン 

Ⅱ
 

子
ど
も
の
育
ち
の
基
盤
と
な
る
保
育
・
教
育
環
境
の
充
実 

５ 

質
の
高
い
保
育
・
幼
児
教
育

の
推
進 

(1)待機児童対策事業  〇 〇 〇       

(2)認可保育所等整備事業  〇 〇  〇 〇     

(3)民間保育所運営事業  〇 〇 〇 〇      

(4)公立保育所運営事業 〇  〇 〇       

(5)認可外保育施設等支援事業    〇       

(6)幼児教育推進事業   〇 〇       

(7)保育士確保対策事業    ○       

(8)保育料対策事業   〇 〇       

６ 

子
ど
も
の
「
生
き
る
力
」
を
育
む
教
育
の
推
進 

(1)キャリア在り方生き方教育推進事業 〇  〇        

(2)きめ細かな指導推進事業  〇 〇        

(3)人権尊重教育推進事業 〇 〇         

(4)多文化共生教育推進事業 〇 〇         

(5)健康教育推進事業 〇 〇 〇        

(6)健康給食推進事業  〇 〇    〇    

(7)教育の情報化推進事業 〇 〇         

(8)かわさき GIGA スクール構想推進事業 〇  〇        

(9)魅力ある高校教育の推進事業 〇  〇        

(10)学校教育活動支援事業  〇 〇        

(11)特別支援教育推進事業 〇 〇 〇        

(12)共生・共育推進事業 〇 〇         

(13)児童生徒支援・相談事業 〇 〇 〇    〇    

(14)教育機会確保推進事業   〇        

(15)海外帰国・外国人児童生徒相談・支援事業 〇 〇         

(16)就学等支援事業 〇 〇 〇        

(17)学校安全推進事業 〇 〇         

(18)交通安全推進事業 〇 〇         

 



資料編 

２９５ 

 

 

 

 

 

施
策
の
方
向
性 

施
策 

事
務
事
業
名 

子
ど
も
・
若
者
計
画 

次
世
代
育
成
支
援
対
策
行
動
計
画 

子
ど
も
の
貧
困
対
策
推
進
計
画 

子
ど
も
・
子
育
て
支
援
事
業
計
画 

ひ
と
り
親
家
庭
等
自
立
促
進
計
画 

保
育
所
等
整
備
計
画 

母
子
保
健
計
画 

児
童
家
庭
支
援
・
児
童
虐
待
対
策
事
業
推
進
計
画 

社
会
的
養
育
推
進
計
画 

新
・
放
課
後
子
ど
も
総
合
プ
ラ
ン 

Ⅲ
 

支
援
が
必
要
な
子
ど
も
・
若
者
や
子
育
て
家
庭
を
支
え
る
環
境
の
充
実 

７ 

子
ど
も
が
安
心
し
て
暮
ら
せ
る
支
援

体
制
づ
く
り 

(1)児童虐待防止対策事業 〇 〇 〇 〇 〇  〇 〇 〇  

(2)児童相談所運営事業 〇  〇 〇   〇 〇 〇  

(3)里親制度推進事業 〇 〇 〇     〇 〇  

(4)児童養護施設等運営事業 〇 〇 〇     〇 〇  

(5)ひとり親家庭等の総合的支援事業 〇 〇 〇  〇 〇   〇  

(6)女性保護事業   〇     〇   

(7)子ども・若者支援推進事業 〇 〇 〇     〇   

(8)小児ぜん息患者医療費支給事業           

(9)小児慢性特定疾病医療等給付事業           

(10)災害遺児等援護事業     〇      

８ 

子
ど
も
・
若
者
の
社
会
的
自
立
に 

向
け
た
支
援 

(1)生活保護自立支援対策事業 〇  〇        

(2)生活保護業務   〇        

(3)生活困窮者自立支援事業 〇  〇        

(4)雇用労働対策・就業支援事業 〇  〇        

(5)民生委員児童委員活動育成等事業 〇 〇         

(6)自殺対策・メンタルヘルス普及啓発事業 〇          

(7)更生保護事業 〇          

(8)障害者就労支援事業 〇          

(9)障害者社会参加促進事業 〇          

(10)ひきこもり地域支援事業 〇  〇        

(11)精神保健事業 〇  〇        

９ 

障
害
福
祉

サ
ー
ビ
ス
の 

充
実 

(1)障害者日常生活支援事業 〇 〇         

(2)障害児施設事業 〇 〇 〇        

(3)発達障害児・者支援体制整備事業 〇 〇 〇    〇    

(4)地域療育センター等の運営 〇 〇 〇    〇    



資料編 
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３ 成果指標一覧 

施策 
名称 

（指標の出典） 

現状 

（直近の実績値） 

計画期間における 

目標値 
指標の説明 目標値の考え方 

施
策
１ 

子どもの権利に関

する条例の認知度

（子ども） 

（子どもの権利に

関する実態・意識調

査） 

52.5％ 

（令和２

（2020）年度） 

55.0％以上 

（令和7

（2025）年度） 

「子どもの権利に関する実

態・意識調査」（無作為抽出）

の「条例を知っている」「聞

いたことがあるが内容が分

からない」を合わせた回答

者数／全回答者数×100

（%） 

R2(2020)の実績を踏ま

え、更なる取組を推進する

ことにより、子どもは年約

0.5％増、大人は年約 2％増

を目標値として設定する。 
子どもの権利に関

する条例の認知度

（大人） 

（子どもの権利に

関する実態・意識調

査） 

33.2％ 

（令和2

（2020）年度） 

44.0％以上 

（令和7

（2025）年度） 

「子どもの権利に関する実

態・意識調査」（無作為抽出）

の「条例を知っている」「聞

いたことがあるが内容が分

からない」を合わせた回答

者数／全回答者数×100

（%） 

ふれあい子育てサ

ポートセンターの

延べ利用者数 

（こども未来局調

べ） 

8,292 人 

（令和2

（2020）年度） 

12,948 人以上 

（令和7

（2025）年度） 

各年の「ふれあい子育てサ

ポートセンター実績報告

書」の実績値 

第２期子ども・若者の未来

応援プランの策定に伴い、

見直した就学前児童数の推

計値に対して、過去の当該

事業の利用率を乗じた値を

目標値として設定 

地域子育て支援セ

ンター利用者の満

足度  

※10 点満点 

（こども未来局調

べ） 

9.0 点 

（令和元

（2019）年度） 

9.1 点以上 

（令和7

（2025）年度） 

「地域子育て支援センター

利用者アンケート」（無作為

抽出）における各質問項目

（10 段階）の平均値 

在宅で子育てをする家庭を

地域で支える取組として、

多くの親子に、親子で遊べ

る場づくりや子育てに関す

る情報提供・相談支援を推

進することにより、現状値

以上とすることを目標とす

る。 

地域における子育

て支援活動の参加

数（延べ数） 

（こども未来局調

べ） 

627 回 

（令和２

（2020）年度） 

2,371 回以上 

（令和7

（2025）年度） 

区役所で行う乳幼児健康診

査等での子育てボランティ

ア活動延べ数 

地域で子育てをする家庭を

地域住民が支えるための取

組として、ボランティア活

動の促進に取り組むことに

より、過去４年間の実績平

均を上回ることを目標とす

る。 

施
策
２ 

乳幼児健診の平均

受診率 

（こども未来局調

べ） 

97.8％ 

（令和2

（2020）年度） 

97.8％以上 

（令和7

（2025）年度） 

厚生労働省「地域保健・健康

増進事業報告」の各年齢（3

～４か月児・1 歳6 か月児・

3 歳児）における「（健康診

査受診実人数／健康診査対

象人数）×100（％）」の平

均値 

健診の受診により子育て家

庭に適切な支援を行うた

め、受診勧奨に努め、高い受

診率を維持することをめざ

す目標値を設定する。 

子育てが楽しいと

思う人の割合  

（こども未来局調

べ） 

9６.９％ 

（令和2

（2020）年度） 

97.8％以上 

（令和7

（2025）年度） 

1 歳 6 か月健診時における

問診票で、「お子さんと一緒

の生活はいかがですか」と

いう設問に、「楽しい」と「大

変だが育児は楽しい」と答

えた人の割合 

面接や訪問等を通じて、子

育て家庭への支援を強化す

る取組を推進することによ

り、前期を上回る目標値を

設定する。 

  



資料編 

２９７ 

 

施策 
名称 

（指標の出典） 

現状 

（直近の実績値） 

計画期間における 

目標値 
指標の説明 目標値の考え方 

施
策
２ 

わくわくプラザの

登録率 

（こども未来局調

べ） 

36.2％ 

（令和2

（2020）年度） 

51.0％以上 

（令和7

（2025）年度） 

わくわくプラザ登録者数／

対象児童数×100（%） 

より広く児童に対し、放課

後における居場所と健全な

遊びを提供すべく、R７

（2025）までに過半数以

上の児童の登録をめざすも

のとして、目標値を設定す

る。 

わくわくプラザ利

用者の満足度 

※10 点満点 

（こども未来局調

べ） 

7.6 点 

（令和元

（2019）年度） 

8.0 点以上 

（令和7

（2025）年度） 

「わくわくプラザ利用者ア

ンケート」（無作為抽出）に

おける各質問項目（10 段

階）の平均値 

子育て家庭のニーズが多様

化する中、放課後等に児童

が安全・安心に過ごせる場

づくりを進めるため前期を

上回る目標値を設定する。 

こども文化センタ

ーの延べ利用者数 

（こども未来局調

べ） 

717,694 人 

（令和２

（2020）年度） 

1,830,000 人以

上 

（令和7

（2025）年度） 

市内 58 か所のこども文化

センターの年間利用者数

（延べ数） 

年少人口が減少する中にあ

っても、ニーズや地域特性

に応じた事業を実施するこ

とで、新型コロナウイルス

感染症の影響を受ける前

（H30（2018））の利用者

数と同水準を目標とする。 

施
策
３ 

「今住んでいる地

域の行事に参加し

ている、どちらかと

いえばしている」と

回答した児童の割

合（全国学力・学習

状況調査）【小 6】 

45.0％ 

（令和3

（2021）年度） 

60.0％以上 

（令和7

（2025）年度） 

全国学力・学習状況調査の

市立校の対象学年全児童の

平均値 
地域差の大きい設問であ

り、本市に限らず都心部で

は数値が低い傾向にある。

そのため、当面の目標とし

て現状の神奈川県の平均値

（小６：60.9％、中３：

36.9％）に近づくことをめ

ざす。 

「今住んでいる地

域の行事に参加し

ている、どちらかと

いえばしている」と

回答した生徒の割

合（全国学力・学習

状況調査）【中 3】 

31.2％ 

（令和3

（2021）年度） 

40.0％以上 

（令和7

（2025）年度） 

全国学力・学習状況調査の

市立校の対象学年全生徒の

平均値 

「学校生活が楽し

い、どちらかといえ

ば楽しい」と回答し

た児童の割合（市学

習状況調査）【小5】 

93.８％ 

（令和３

（2021）年度） 

94.0％以上 

（令和7

（2025）年度） 

川崎市学習状況調査の市立

校の対象学年全児童の平均

値 
これまで、小学校・中学校と

もに 90％前後を推移して

いる。相当な高水準であり、

小学校・中学校ともに現状

の高水準を維持していくこ

とをめざす。 

「学校生活が楽し

い、どちらかといえ

ば楽しい」と回答し

た生徒の割合（市学

習状況調査）【中2】 

89.1％ 

（令和３

（2021）年度） 

93.0％以上 

（令和7

（2025）年度） 

川崎市学習状況調査の市立

校の対象学年全生徒の平均

値 

親や教員以外の地

域の大人と知り合

うことができた割

合（寺子屋事業参加

者アンケート） 

94.5％ 

（令和2

（2020）年度） 

95.0％以上 

（令和7

（2025）年度） 

寺子屋において「親や先生

以外の大人と話すことがで

きた」と答えた児童の数／

寺子屋の学習支援参加者に

おけるアンケートの回答者

数×100（%） 

H28（2016）までの成果を

踏まえ、実施手法を工夫す

ることなどで、段階的な上

昇をめざす。 

家庭教育事業を通

じて悩みや不安が

解消・軽減した割合

（家庭教育事業参

加者アンケート） 

83.8％ 

（令和2

（2020）年度） 

93.0％以上 

（令和7

（2025）年度） 

家庭教育事業において「悩

みや不安が解消・軽減した」

と答えた参加者の数／事業

参加者におけるアンケート

の回答者数×100（%） 

アンケート結果等を分析し

ながら、事業実施手法を工

夫改善し、段階的な上昇を

めざす。 
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施
策
４ 

住宅に関する市民

の満足度 

（まちづくり局調

べ） 

※５年毎の調査 

70.0％ 

（平成30

（2018）年度） 

80.0％以上 

（令和5

（2023）年度） 

市民へのアンケート調査に

おける住宅に対する総合的

な評価で（満足・まあ満足）

とした人の割合 

本市は全国、神奈川県、横浜

市と同等の値となっている

（H25）。また、これまで順

調に値が上昇していること

から、上昇値の近似を取り、

目標値を設定する。 

公園緑地の整備・管

理状況についての

満足度 

（市民アンケート） 

63.4％ 

（令和３

（2021）年度） 

65.0％ 

（令和7

（2025）年度） 

市民アンケートにおける公

園緑地の整備・管理状況の

評価で（満足・やや満足）と

した人の割合 

多様なニーズを受け止める

公園緑地の整備状況の満足

度については、社会状況、世

代及び個人等によって大き

く変化するものであるが、

魅力ある公園緑地の整備と

効率的・効果的な維持管理

の継続により、現状の満足

度を上回る目標値とする。 

空き巣等の刑法犯

認知件数 

（神奈川県警察統

計資料） 

6,307 件 

（令和2

（2020）年） 

8,500 件以下 

（令和7

（2025）年） 

県警発表による市内の空き

巣等の刑法犯認知件数（年

度ではなく暦年） 

人口 1,000 人あたりの刑

法 犯 認 知 件 数 （ H28

（2016）時点）が政令指定

都市トップの横浜市と同水

準となる件数に目標値を設

定 

施
策
５ 

待機児童数 

（こども未来局調

べ） 

0 人 

（令和３

（2021）年4

月） 

0 人 

（令和８

（2026）年4

月） 

厚生労働省「保育所等利用

待機児童数調査要領」に基

づく、翌年4 月の集計値 

本市では H27（2015）年

４月、H29（2017）年４月

及び R3（2021）年４月に

待機児童解消を達成してい

るが、今後も認可保育所等

の整備や多様な手法による

保育受入枠の拡充、区役所

における利用者へのきめ細

やかな相談・支援等を行い、

待機児童の解消を継続して

いくため、引き続き待機児

童ゼロを目標値として設定

する。 

認可保育所等利用

者の満足度 

※10 点満点 

（こども未来局調

べ） 

7.8 点 

（令和元

（2019）年度） 

8.4 点以上 

（令和7

（2025）年度） 

「保育所等利用者アンケー

ト」（無作為抽出）における

各質問項目(10段階)の平均

値 

子どもを安心して預けられ

る環境づくりに向けて、さ

らに保育の質の向上に向け

た取組を進めることによ

り、段階的な上昇をめざす

目標値を設定する。 

施
策
６ 

「難しいことでも、

失敗を恐れないで

挑戦している、どち

らかといえばして

いる」と回答した児

童の割合【小６】 

（全国学力・学習状

況調査） 

73.0％ 

（令和3

（2021）年度） 

82.0％以上 

（令和7

（2025）年度） 

全国学力・学習状況調査の

市立校の対象学年全児童の

平均値 

すべての子どもが積極的に

活動し、主体的に物事に取

り組むことができることを

目標とする。 

Ｈ29（2017）全国学力・

学習状況調査においては小

学校、中学校ともに全国平

均（77.4%、71.0%）を上

回っているが、さらに多く

の子どもが積極的に活動で

きるように、段階的な向上

をめざす。 

「難しいことでも、

失敗を恐れないで

挑戦している、どち

らかといえばして

いる」と回答した生

徒の割合【中３】 

（全国学力・学習状

況調査） 

66.0％ 

（令和3

（2021）年度） 

75.0％以上 

（令和7

（2025）年度） 

全国学力・学習状況調査の

市立校の対象学年全生徒の

平均値 

施策 
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施策 
名称 

（指標の出典） 

現状 

（直近の実績値） 

計画期間における 

目標値 
指標の説明 目標値の考え方 

施
策
６ 

「授業がわかる、ど

ちらかといえばわ

かる」と回答した児

童の割合【小5】 

（市学習状況調査） 

90.1％ 

（令和3

（2021）年度） 

94.0％以上 

（令和７

（2025）年度） 

市立校の対象学年全児童の

平均値（小学校5年生:国語・

社会・算数・理科、各教科の

平均値） 

H29（2017）全国学力・学

習状況調査において小学

校・中学校ともに全国平均

（81.4%、72.2%）を上回

っている状況にあるが、さ

らに多くの子どもが「分か

る」を実感できるよう、H29

（2017）の実績を踏まえ、

段階的に数値を引き上げて

いくことを目標とする。 

「授業がわかる、ど

ちらかといえばわ

かる」と回答した生

徒の割合【中2】 

（市学習状況調査） 

79.6％ 

（令和3

（2021）年度） 

82.0％以上 

（令和７

（2025）年度） 

市立校の対象学年全生徒の

平均値（中学校２年生:国語・

社会・数学・理科・英語、各

教科の平均値） 

支援の必要な児童

※の課題改善率（小

学校） 

（教育委員会事務

局調べ） 

※学校が調査した、

発達障害等、支援が

必要な子どもの数 

90.9％ 

（令和２（202

０）年度） 

97.0％以上 

（令和７

（2025）年度） 

課題が解消・改善した児童

数／全小学校が把握した支

援が必要な児童数×100

（%） 

H29（2017）から児童支援

コーディネーターが全校配

置となったことから、H28

（2016）の児童支援活動

推進校（79 校）で達成した

課題改善率 95％をめざす

こととし、以降も段階的な

改善を図る。 

児童生徒の登下校

中の事故件数 

（教育委員会事務

局調べ） 

35.6 件 

（平成28

（2016）～令和

２(2020)年の平

均） 

23 件以下 

（令和３

（2021）～令和

７(2025)年の平

均） 

市立小学校、中学校及び高

等学校の登下校時における

事故報告の合計（直近５年

間の平均値） 

計画策定時における過去５

年間の登下校時の事故件数

のうち、最も件数が少ない

H26（2014）の件数（23

件）以下とすることをめざ

して、段階的に削減するこ

とを目標とする。 

施
策
７ 

里親の登録数 

（こども未来局調

べ） 

173 世帯 

（令和２

（2020）年度） 

252 世帯以上 

（令和７

（2025）年度） 

厚生労働省「福祉行政報告

例」における里親登録数の

実績値 

家庭で養育が困難な児童を

家庭と同様の環境で養育す

るため、「社会的養護の推進

に向けた基本方針」により

取組を進めている。里親登

録数について過去５年間の

実績をもとに新規登録数を

推計するとともに、現在の

登録者の年齢構成等を踏ま

え一定の辞退者数を見込

み、R7（2025）の目標値

を設定する。 

地域で子どもを見

守る体制づくりが

進んでいると思う

人の割合 

（こども未来局調

べ） 

3８.６％ 

（令和３

（2021）年度） 

54.0％以上 

（令和７

（2025）年度） 

要保護児童対策地域協議会

関係者アンケート調査にお

いて、子どもが安心して地

域で暮らせるように、地域

における関係機関との連携

が進んでいる（とても進ん

でいる＋進んでいる）と思

う人の割合 

地域における子どもを見守

る体制づくりに向けて、地

域の関係機関の連携強化の

取組を推進することによ

り、段階的な上昇をめざす

目標値を設定する。 

ひとり親家庭が、各

種支援により就労

につながった割合 

73.0％ 

（令和２

（2020）年度 

80.0％以上 

（令和７

（2025）年度） 

自立支援プログラム策定

者、各種受験対策講座の受

講者、就業支援セミナー受

講者等のうち、その後就労

につながった者の割合 

ひとり親家庭の経済的自立

を促進するため、効果的な

就労支援を実施することに

より、過去の就労決定人数

の 推 移 を 参 考 に 、 R7

（2025）に80％とする目

標値を設定する。 
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施
策
７ 

児童養護施設入所

児童や里親委託児

童等の大学等進学

につながった割合 

32.0％ 

（令和２

（2020）年度） 

40.0％以上 

（令和７

（2025）年度） 

児童養護施設等を 18 歳以

降に退所した児童のうち、

大学や専門学校等（高等教

育機関）に進学した児童数

の割合 

大学等への進学により、児

童が社会的自立に向けた力

を高めていくことに繋がる

ことから、年2％ずつ自らの

意思で大学等に進学する児

童が増加するよう目標値を

設定する。 

施
策
８ 

学習支援・居場所づ

くり事業利用者の

高校等進学率 

（健康福祉局調べ） 

100％ 

（令和２

（2020）年度） 

100％ 

（令和７

（2025）年度） 

本市が実施している、学習

支援・居場所づくり事業を

利用する中学３年生の高校

等進学率の実績値 

学習支援・居場所づくり事

業を利用する中学３年生に

ついて、すべての生徒の高

校等進学を目標に取組を実

施する。 

だいJOBセンター

の支援を通じて状

況が改善した割合 

（健康福祉局調べ） 

73.0％ 

（令和２

（2020）年度） 

75.0％以上 

（令和７

（2025）年度） 

だいＪＯＢセンターの支援

開始時と終了時において評

価を行い、「参加・意欲」「経

済的困窮」「就労」のいずれ

かの状況が改善した割合 

H29（2017）から R2

（2020）の平均（73％）

を基準とし、利用者に寄り

添った支援を着実に実施す 

ることで、更なる向上を目

標に取組を実施する。 

※H29（2017）から R2

（2020）の実績値は年度

により上下し、差があるた

め、平均値を基準に、毎年

0.5％ずつ上昇させる。 

民生委員児童委員

の充足率 

（健康福祉局調べ） 

83.1％ 

（令和２

（2020）年度） 

98.2％以上 

（令和７

（2025）年度） 

民生委員児童委員現員数／

民生委員児童委員定員数×

100（％） 

全国平均や政令指定都市平

均を大きく下回っている現

状があるため、段階的に政

令指定都市平均（97.2％

（H26）（2014））を超える

水準まで改善していくこと

を目標とする。 

障害福祉施設から

の一般就労移行者

数 

（健康福祉局調べ） 

213 人 

（令和２

（2020）年度） 

345 人以上 

（令和７

（2025）年度） 

就労移行支援事業、就労継

続支援Ａ型・Ｂ型事業から

一般就労への移行者数（年

合計） 

障害者雇用率の引上げが見

込まれていることにより、

当面の間、企業の障害者雇

用、企業での一般就労を希

望する障害者数は増加して

いく状況の中、中長期的に

は、障害者雇用をめぐる施

策状況は不透明ではある

が、引き続き同等の伸び率

を確保することを目標とし

て、第５次ノーマライゼー

ションプラン策定の際に設

定した R1（2019）からR5

（2023）への増加数を踏

まえ、同様の増加数で R7

（2025）目標値を設定す

る。 

施
策
９ 

日中活動系サービ

スの利用者数（健康

福祉局調べ） 

6,142 人／月 

（令和2

（2020）年度） 

7,254 人／月以上 

（令和７

（2025）年度） 

日中活動系サービスの利用

実績（各年度の３月実績） 

※H30（2018）から対象の

事業所に就労定着支援を追

加されること、及び国が示

す指針や過去の実績を踏ま

え必要なサービス量を算出

し、目標値を設定する。 
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